
通達様式第１０号                          （日本産業規格Ａ列４） 
 
 

取次機関に関する申告書 
 

  年   月   日 
 

厚 生 労 働 大 臣  殿 
 

（ふりがな） 

住 所 
 

②申請者 
 

（ふりがな） 

氏 名              
 
 

下記の事務所に係る取次機関については、以下の要件を満たしていることを申告します。 
１．当該国において事業を合法的に実施することが認められていること。 
２．職業紹介に関し、保証金の徴収その他名目のいかんを問わず、求職者の金銭その他の財産を 
 管理し、求職者との間で職業紹介に係る契約の不履行について違約金を定める契約その他不当 
 に金銭その他の財産の移転を予定する契約を締結し、又は求職者に対して渡航費用その他の金 
 銭を貸し付けていないこと。 

 
 

記 
 

事業所の名称 ○○○○○協同組合 △△職業紹介所 

所 在 地 
 

 

            ビル名・階数まで記載 

取次機関の名称 

 

住 所 
 

相手先国において、国内外にわたる職業紹介についての活動が認められて

いることを証明する書類（許可証・登録証等）に表記されている通りに、

取次機関の名称・住所・事業内容を記載 

事 業 内 容 

    ※同時に複数の取次機関について届出を行う場合は、この欄に準じて別紙

を作成するか、この様式を追加する。 

 
 


